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証券コード　9960
平成28年６月14日

株 主 各 位
東京都中央区日本橋本町四丁目８番14号

代 表 取 締 役 社 長 　 　 長 尾 　 克 己

第61回定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第61回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申し
あげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、後記の株主総
会参考書類をご検討いただき、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、平成28年６月28日（火曜
日）午後５時30分までに到着するようにご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成28年６月29日（水曜日）午前10時
２．場 所 東京都墨田区立川２丁目11番10号　東テクＴＡＳセンター５階

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第61期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事業報告、連結計算書
類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第61期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計算書類報告の件
決 議 事 項

第１号議案
第２号議案
第３号議案

剰余金処分の件
定款一部変更の件
取締役５名選任の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
申しあげます。

なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インター
ネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.totech.co.jp/）に掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位
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（提供書面）
事　 業　 報　 告

( 平成27年 4 月 1 日から
平成28年 3 月31日まで )

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度における我が国経済は、企業業績の改善を受けて雇用情勢は良好な状態が維持さ
れ賃金も持ち直してきました。さらにエネルギー価格の下落により企業、家計のコスト負担も減少
しました。しかし、設備投資は緩やかな増加基調にとどまり、節約志向の強まりや暖冬の影響もあ
り個人消費には弱い動きがみられ、景気は横ばいで推移しました。また、海外経済は、緩やかに回
復しているものの新興国を中心に減速感が強まっている状況にありました。
　建設業界におきましては、国内での建築着工が伸び悩み、公共投資も減少に転じるなど需要が厳
しい状況で推移致しました。
　このような事業環境下におきまして、当社グループでは、省エネ・節電需要に対応した空調機器
類の販売と自動制御工事、各種保守・メンテナンスの各事業とソリューション事業を推進してまい
りました。
　以上の結果、当連結会計年度の売上高は773億60百万円（前連結会計年度比0.6％増）、営業利益
は34億43百万円（同12.8％増）、経常利益は35億57百万円（同11.9％増）、親会社株主に帰属す
る当期純利益は22億88百万円（同40.0％増）となりました。
＜商品販売事業＞
　空調機器、制御機器、省エネ機器を中心とした設備機器の販売を行っております。売上高は541
億72百万円（前連結会計年度比2.1％減）となりました。
＜工事事業＞
　工事につきましては、計装工事の設計・施工及び空調その他機器のメンテナンス・アフターサー
ビスを行っております。東京地区での大型工事が続いたことや保守契約先の増強などにより、売上
高は231億18百万円（前連結会計年度比8.2％増）となりました。

－ 2 －

当事業年度の事業の状況
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②　設備投資の状況

当期中、特記すべき設備投資は行っておりません。
なお、建設仮勘定11億23百万円を計上しており、これは、主に当社の本社ビル（東京都中央区）

の建設費用であります。

③　資金調達の状況

当期中、特記すべき資金調達は行っておりません。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

当社は、平成28年１月29日開催の取締役会決議に基づき、平成28年４月１日を効力発生日とし
て、ダイキン工業株式会社より同社の完全子会社である株式会社ディー・エス・テックの全株式を
取得するとともに、株式会社ディー・エス・テックを消滅会社とする合併を行いました。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

当社は、平成28年１月18日開催の取締役会決議に基づき、平成28年１月から３月にかけ北海道
地区の営業強化のため、当社関連会社である朝日テクノス株式会社（平成28年４月１日付で東テク
北海道株式会社に商号変更）の株式を53,666株取得し、同社を連結子会社といたしました。

－ 3 －

当事業年度の事業の状況
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⑵　財産及び損益の状況の推移

期　別
区　分

第 58 期
(24/４～25/３)

第 59 期
(25/４～26/３)

第 60 期
(26/４～27/３)

第 61 期(当期)
(27/４～28/３)

売 上 高 (百万円) 66,562 70,879 76,925 77,360

経 常 利 益 (百万円) 2,233 2,867 3,178 3,557

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 (百万円) 1,097 1,318 1,634 2,288

１株当たり当期純利益 (円) 81.41 97.92 121.38 169.98

総 資 産 (百万円) 46,226 50,066 53,607 56,931

純 資 産 (百万円) 13,814 15,242 17,312 18,705

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 1,026.01 1,132.03 1,285.81 1,390.81

（注）過年度決算に関し、会計上の誤謬が判明したため、第58期の財産及び損益の状況の推移について
は、当該誤謬の訂正後の数値を記載しております。

－ 4 －

直前３事業年度の財産及び損益の状況
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⑶　重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 所 在 地 資 本 金 当 社 の
出資比率 主 要 な 事 業 内 容

日 本 ビ ル コ ン 株 式 会 社 東 京 都 墨 田 区 100 百万円 100 ％ 空調機器のメンテナンス

朝 日 テ ク ノ ス 株 式 会 社 北 海 道 札 幌 市 130 百万円 94.6 ％ 空調機器の販売・施工・保
守メンテナンス

東 テ ク 電 工 株 式 会 社 千 葉 県 千 葉 市 100 百万円 100 ％ 電気工事業

鳥 取 ビ ル コ ン 株 式 会 社 鳥 取 県 鳥 取 市 20 百万円 100 ％ 管工事業

北 日 本 計 装 株 式 会 社 青 森 県 八 戸 市 10 百万円 100 ％ 計装エンジニアリング・サ
ービス

（注）当社は、平成28年４月１日付にて、朝日テクノス株式会社の株式を追加取得し、完全子会社といた
しました。また、平成28年４月１日付にて、朝日テクノス株式会社は東テク北海道株式会社へ社名
変更いたしております。

－ 5 －

重要な親会社及び子会社の状況
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⑷　対処すべき課題

今後につきましては、政府の経済政策や日銀による金融緩和策の効果による円安・株高を背景とし
た企業業績の回復基調は続くものと見込まれます。一方で、輸入による電力コスト・原材料価格の増
加などの国内の懸念と海外では中国ほか新興国経済の停滞も予測されますことから内外に不安要素を
抱えた状況が続くものと思われます。

建設業界におきましては、企業業績の回復と東京五輪開催へ向けた各種整備などで民間設備投資は
堅調に推移するものと予想されます。しかしながら、建設資材及び人件費の高騰と人手不足による受
注環境の厳しさは続くと推察されます。

このような中で、当社グループでは規模の拡大と利益の確保を課題として、成長持続へ向けて次の
諸施策を推進してまいります。

１．業界においては受注拡大は続く状況と思われますが、当社グループとしては機器販売から工事・
保守・メンテナンスまでをトータル提案していける強みを発揮して、ソリューション営業を一
段強化してまいります。

２．再生可能エネルギー分野では、太陽光発電は引き続き需要があり、同システムの販売・工事は
継続いたします。さらにエネルギーソリューション拡大へ向けて、当社グループとしてバイオ
マス発電システム、コージェネレーションシステムやリチウムイオン蓄電池などの取扱を継続
推進すると共に、ＥＳＰ事業にも取り組んでまいります。

３．収益力向上を目指して工事、保守、メンテナンスを主とした連携を強化する体制を確立して同
分野の拡大を図ってまいります。

４．平成26年３月に判明した一部社員による不正行為及び不適切な会計処理を厳粛かつ真摯に受け
止め、コンプライアンス意識の向上と企業風土の改善、モニタリング機能の充実及び仕入プロ
セスの適正化に取り組んでまいりました。こうした取り組みを形骸化することなく、引き続き
確実に実施してまいります。

株主の皆様には、何卒今後とも一層のご協力とご支援を賜りますようお願い申しあげます。

⑸　主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

当社グループは商品販売事業として空調機器、省エネ機器、制御機器の仕入・販売及びこれに関連
する据付作業、アフターサービス等と、工事事業として計装・電気工事ほか各種工事の設計・施工を
主な事業としております。

－ 6 －

対処すべき課題、主要な事業内容
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⑹　主要な営業所及び工場（平成28年３月31日現在）

①　当社

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地
本 社 東 京 都 中 央 区 長 岡 営 業 所 新 潟 県 長 岡 市
本 店 東 京 都 中 央 区 水 戸 営 業 所 茨 城 県 水 戸 市
Ｔ Ａ Ｓ セ ン タ ー 東 京 都 墨 田 区 宇 都 宮 営 業 所 栃 木 県 宇 都 宮 市
大 阪 支 店 大 阪 市 中 央 区 千 葉 営 業 所 千 葉 市 中 央 区
東 北 支 店 仙 台 市 青 葉 区 埼 玉 営 業 所 さ い た ま 市 北 区
新 潟 支 店 新 潟 市 西 区 群 馬 営 業 所 群 馬 県 高 崎 市
横 浜 支 店 横 浜 市 中 区 静 岡 営 業 所 静 岡 市 葵 区
青 森 営 業 所 青 森 県 青 森 市 名 古 屋 営 業 所 名 古 屋 市 西 区
盛 岡 営 業 所 岩 手 県 盛 岡 市 京 都 営 業 所 京 都 市 中 京 区
秋 田 営 業 所 秋 田 県 秋 田 市 神 戸 営 業 所 神 戸 市 中 央 区
郡 山 営 業 所 福 島 県 郡 山 市 広 島 営 業 所 広 島 市 東 区
長 野 営 業 所 長 野 県 長 野 市 岡 山 営 業 所 岡 山 市 北 区

②　子会社

名 称 事 業 所 ・ 工 場

日本ビルコン株式会社 本社（東京都墨田区）、他５支社・40営業拠点・２ﾃｸﾆｶﾙｾﾝﾀｰ

朝日テクノス株式会社 本社（北海道札幌市）、他北海道内に５営業所・２ｻｰﾋﾞｽｽﾃｰｼｮﾝ

東テク電工株式会社 本社（千葉県千葉市）

鳥取ビルコン株式会社 本社（鳥取県鳥取市）

北日本計装株式会社 本社（青森県八戸市）、仙台支店（宮城県仙台市）、他３営業所

－ 7 －

主要な営業所及び工場
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⑺　使用人の状況（平成28年３月31日）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 部 門 使 　 用 　 人 　 数 　 （ 名 ） 前連結会計年度末比増減（名）

商 品 販 売 事 業 663 (11) ＋74 (△31)

工 事 事 業 413 (3) ＋93 (△22)

そ の 他 の 事 業 4 (8) △4 (△22)

全 　 　 社 （ 共 　 　 通 ） 282 (5) ＋51 (△10)

合 計 1,362 (27) ＋214 (△85)

（注）１．使用人数は就業員数であり、パート及びアルバイトは（　）内に年間の平均人員を外数で記載
しております。なお、従来嘱託社員は年間の平均人員を外数で記載しておりましたが、当期よ
り、使用人数に含めております。

２．その他の事業は、飲食事業であります。
３．全社（共通）として、記載されている使用人数は、特定のセグメントに区分できない管理部門

に所属しているものであります。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 （ 名 ） 前事業年度末比増減（名） 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

724　（15） ＋78　（△72） 40歳3カ月 12年8カ月

（注）１．使用人数には、子会社などからの出向者が含まれております。
２．使用人数は就業員数であり、パート及びアルバイトは（　）内に年間の平均人員を外数で記載

しております。なお、従来嘱託社員は年間の平均人員を外数で記載しておりましたが、当期よ
り、使用人数に含めております。

－ 8 －

使用人の状況
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⑻　主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,618 百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,035 百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 2,446 百万円

（注）企業集団の主要な借入先として、当社の借入先の状況を記載しています。

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 9 －

主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（平成28年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 46,308,000 株

②　発行済株式の総数 13,988,000 株

③　株主数 1,216 名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日 本 レ イ 株 式 会 社 1,760 千株 13.07 ％

ダ イ キ ン 工 業 株 式 会 社 1,000 千株 7.43 ％

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK
F U N D ( P R I N C I P A L  A L L  S E C T O R
S U B P O R T F O L I O )

970 千株 7.21 ％

東 テ ク 従 業 員 持 株 会 792 千株 5.89 ％

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 670 千株 4.98 ％

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 670 千株 4.98 ％

住 友 商 事 株 式 会 社 631 千株 4.69 ％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 568 千株 4.22 ％

草 野 和 幸 392 千株 2.91 ％

昭 和 鉄 工 株 式 会 社 378 千株 2.81 ％

（注）１．当社は自己株式を523,739株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式（523,739株）を控除して計算しております。

⑵　新株予約権等の状況
該当事項はありません。

－ 10 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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⑶　会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成28年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長 草 野 和 幸

代表取締役社長 長 尾 克 己

取 締 役 中 溝 敏 郎 常務執行役員　東テクグループ経営管理本部長

取 締 役 神 尾 大 地 神尾綜合法律事務所所長

常 勤 監 査 役 市 川 　 勝

監 査 役 鈴 木 竹 夫 鈴木竹夫公認会計士・税理士事務所所長

監 査 役 荒 田 和 人
トモシアホールディングス㈱　常勤監査役
富士古河Ｅ＆Ｃ㈱　社外監査役
原田工業㈱　社外監査役

（注）１．取締役神尾大地氏は、社外取締役であります。
なお、当社は、神尾大地氏を東京証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）の上場規則で定める「独立
役員」として、同取引所に対して届出を行っております。

２．監査役鈴木竹夫氏及び監査役荒田和人氏は、社外監査役であります。
３．監査役鈴木竹夫氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、会計に関する相当程度の知

見を有しております。
４．監査役荒田和人氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、会計に関する相当程度の知

見を有しております。
５．当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第423条第１項に定める賠償責任を限定する契

約をそれぞれ締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、同法第425条第1項に定める
額としております。

②　事業年度中に退任した監査役

平成27年6月26日開催の第60回定時株主総会終結の時をもって、監査役浜田洋一氏及び監査役神
尾大地氏は任期満了により退任いたしました。
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③　取締役及び監査役の報酬等の総額

イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

4 名
（1 名）

200 百万円
（5 百万円）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

5 名
（3 名）

26 百万円
（9 百万円）

合 計 9 名 226 百万円

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、平成25年６月27日開催の第58回定時株主総会において年額300百万

円以内（但し、使用人分給与及び賞与は含まない。）と決議いただいております。
３．監査役の報酬限度額は、平成25年６月27日開催の第58回定時株主総会において年額50百万円

以内と決議いただいております。
４．支給額には、以下のものが含まれております。

・当事業年度における役員賞与引当金の繰入額14百万円（取締役３名に対し13百万円、監査役
１名に対し０百万円）。

・当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額34百万円（取締役４名に対し31百万円（う
ち社外取締役１名に対し０百万円）、監査役５名に対し２百万円（うち社外監査役３名に対
し０百万円））。

ロ．当事業年度に支払った役員退職慰労金

平成27年6月26日開催の第60回定時株主総会決議に基づき、同総会終結の時をもって退任した
監査役に対し支払った役員退職慰労金は以下のとおりであります。

・監査役２名に対し２百万円（うち社外監査役１名に対し１百万円）
（この金額には、上記イ.及び過年度の事業報告において役員の報酬等の総額に含めた役員退職

慰労引当金の繰入額として、監査役２名２百万円（うち社外監査役１名１百万円）が含まれ
ております。）
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④　社外役員に関する事項

イ．重要な兼職先と当社との関係

区 分 氏 名 兼 職 先 と 兼 職 の 状 況 当 社 と の 関 係

取締役 神 尾 大 地 神尾綜合法律事務所所長 特別の関係はありません。

監査役

鈴 木 竹 夫 鈴木竹夫公認会計士・税理士事務所所長 特別の関係はありません。

荒 田 和 人
トモシアホールディングス㈱　常勤監査役
富士古河Ｅ＆Ｃ㈱　社外監査役
原田工業㈱　社外監査役

特別の関係はありません。
特別の関係はありません。
特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取締役 神 尾 大 地
（独立役員）

当期開催の取締役会18回のうち14回（うち３回は社外監査役として出席）
に出席しており、弁護士としての豊富な経験と知見に基づき適宜質問をし、
意見を述べております。

監査役

鈴 木 竹 夫
当期開催の取締役会18回のうち14回に出席し、また監査役会13回のうち12
回に出席しており、公認会計士としての豊富な経験と知見に基づき適宜質問
をし、意見を述べております。

荒 田 和 人

平成27年６月26日就任以降、当期開催の取締役会13回のうち11回に出席
し、また監査役会11回のうち11回に出席しており、豊富な企業監査の経験
を活かし、公認会計士としての豊富な経験と知見に基づき適宜質問をし、意
見を述べております。
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⑷　会計監査人の状況

①　名　　　称　　　　　　　新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 45 百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額 47 百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係
る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根
拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額に
ついて同意の判断をいたしました。

３．当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である、財務調査
業務を委託し、その対価を支払っております。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、
株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監
査役会が監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定し
た監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を
報告いたします。

④　責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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⑤　会計監査人が受けた過去２年間の業務の停止の処分に係る事項

金融庁が平成27年12月22日付で発表した業務停止処分の内容

イ　処分対象
新日本有限責任監査法人

ロ　処分内容
平成28年１月１日から平成28年３月31日までの３ヶ月間の契約の新規の締結に関する業務の

停止

ハ　処分理由
・社員の過失による虚偽証明
・監査法人の運営が著しく不当

⑸　業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正
を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
当社及び子会社からなる企業集団(以下「当社グループ」という。)の取締役及び使用人が法令・

定款を遵守し、論理を尊重する行動ができるように「コンプライアンス推進委員会」を設置し、「企
業行動憲章」を制定するとともに役職員への啓蒙教育を行う。

さらに、コンプライアンス上の具体的な問題については監査役及び内部監査室と連携し、問題点
の把握と改善に努めるものとする。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
文書管理に関する社内規程を整備し、作成・保管・廃棄等の取扱いを明確にする。なお取締役及

び監査役等は法令で定める場合の他いつでもこれらの文書を閲覧することができるものとする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
経営に重大な影響を及ぼすおそれのある損失の危険（リスク）を適切に認識・評価するため、リ

スク管理に関する規程を設け、事業リスクその他の個別リスクに対する基本的な管理システムを整
備する。

また、各部署及びグループ各社の代表者を責任者とする横断的組織を組成し、重大リスクの未然
防止、再発防止、迅速な対応に資するとともに、法令改正等、事業環境の急激な変化に対応すべく
機動的な運営を図るものとする。
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
月例の取締役会を基本としつつ、経営上の重要事項については事前に経営会議で議論し、その審

議を経て取締役会へ付議する体制とする。
また、当社グループの目標として、中期経営計画及び年次経営計画を設定し、各部門の執行状況

について上記各会議で定期的に報告させ、具体的な施策の展開を促していくものとする。

⑤　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
グループ会社については当社「関係会社管理規程」に基づき管理本部にて一元管理する。コンプ

ライアンス上の問題については、前記「コンプライアンス推進委員会」の指揮下に入るほか、各社
監査役と当社内部監査室の定期並びに適宜の監査を行うことにより業務の適正を確保するものとす
る。

⑥　監査役の職務を補助すべき使用人に対する体制と、当該使用人の取締役からの独立性に関する事
項、並びに監査役の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置くものとする。この場合当該使用
人の任命・異動は監査役会の同意を必要とするものとし、監査役の指揮命令下での職務の執行の評
価については監査役の意見を尊重して行うものとする。

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制、並び
に、その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

取締役及び使用人は当社及びグループ各社の業績または業績に与える重要な事項について監査役
に報告するものとし、職務の執行に関する法令違反、定款違反及び不正行為の事実、または当社及
びグループ会社に損害を及ぼす事実を知った時は遅滞なく報告するものとする。なお、前記にかか
わらず、監査役は必要に応じて取締役及び使用人に対し報告を求めることができるものとする。な
お、監査役に報告をした当社グループの取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由とし
て不利な取り扱いをしてはならない。

また、監査役は取締役会等の重要会議に出席するとともに、稟議書類等業務執行に係る重要な文
書を閲覧し、取締役及び使用人に説明を求めることができるものとする。

⑧　監査役の職務の執行について生ずる費用債務の処理に係る方針

当社グループは、監査役が職務の執行について必要な費用の前払い等の請求をした場合、速やか
に当該費用の支払を行う。
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⑨　反社会的勢力に対する体制

反社会的勢力とみなされる個人・団体とは、その不当な要求に屈することなく、また、あいまい
な関係を持つことなく毅然とした態度で対応するものとする。

「企業行動憲章」に反社会的勢力への姿勢を定めており、周知徹底するものとする。

⑹　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

上記の業務の適性を確保するための体制については、各部署においてその適切な運用に努めるとと
もに、内部監査室が内部統制システムの整備及び運用状況について継続的に監査を実施しています。
監査の結果判明した問題点につきましては、是正措置を行っており、より適切な内部統制システムの
構築・運用に努めております。

また、常勤監査役は、取締役会をはじめとした重要会議への出席や稟議書等重要文書の閲覧を通じ
て社内の情報の収集に努め、内部統制システムの構築及び運用の状況を日常的に監視・検証しており
ます。その内容は監査役会において情報共有するとともに、必要に応じて代表取締役に意見交換会を
通じて報告を行いました。

上記のほか、当社グループの役職員にコンプライアンス推進委員会が編集・発行した「コンプライ
アンス・ガイドブック」を配布し、意識付けを行うとともに、当社及び取引会社の従業員を対象にコ
ンプライアンス研修会を実施するなど、コンプライアンス意識の向上にも継続して取り組みました。

⑺　会社の支配に関する基本方針

当社は、昭和30年７月の創業以来、冷熱機器を中心とした設備関連機器とそれらの制御技術を提供
する専門商社として、事業規模を拡大してまいりました。多様化するユーザーニーズに最適な製品を
最適なサービスで提供することをモットーに、当社グループでは、あらゆる種類の空調設備機器や機
電装置品の取扱いだけでなく、システムオートメーションの複合技術も兼ね備えた組織特性を発揮す
るとともに保守・メンテナンス業務を充実させ、総合的なサービスを提供できる体制としております。

このような組織体制の維持・拡充を図っていくことが当社の企業価値及び利益の源泉であると言え
ます。この事を実践するには、専門的な業務知識や営業ノウハウを備えた者が取締役に選任され、法
令や定款などの定めを遵守して重要な経営方針の決定にあたっていくことが不可欠であります。この
ことをもって会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としての基本的な在り方としています。

また、当社は現在のところ、当社株式の大規模買付行為に対する防衛策は導入しておりませんが、
今後も引き続き社会情勢等の変化を注視しつつ弾力的な検討を行ってまいります。
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連 結 貸 借 対 照 表
平成28年３月31日現在

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）
〔 流  動  資  産 〕

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

電 子 記 録 債 権

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

〔 固  定  資  産 〕
（ 有 形 固 定 資 産 ）

建 物 及 び 構 築 物

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

減 価 償 却 累 計 額

（ 無 形 固 定 資 産 ）
そ の 他

（投資その他の資産）
投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

〔39,555〕
5,945

23,787

2,042

1,458

692

5,228

402

△2

〔17,376〕
（8,086）

3,392

5,267

1,125

788

△2,486

（96）
96

（9,192）
6,320

162

3,007

△297

（ 負  債  の  部 ）
〔 流  動  負  債 〕 〔28,812〕

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 16,018
電 子 記 録 債 務 2,030
短 期 借 入 金 6,273
１年内償還予定の社債 314
未 払 法 人 税 等 675
未 成 工 事 受 入 金 404
賞 与 引 当 金 1,572
役 員 賞 与 引 当 金 19
そ の 他 1,504

〔 固  定  負  債 〕 〔9,413〕
社 債 343
長 期 借 入 金 5,701
退 職 給 付 に 係 る 負 債 2,259
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 658
繰 延 税 金 負 債 245
そ の 他 204

負 債 合 計 38,226
（ 純 資 産 の 部 ）
〔 株  主  資  本 〕 〔17,213〕

資 本 金 1,857
資 本 剰 余 金 1,829
利 益 剰 余 金 13,738
自 己 株 式 △211

〔その他の包括利益累計額〕 〔1,469〕
その他有価証券評価差額金 1,809
退職給付に係る調整累計額 △340

〔 非 支 配 株 主 持 分 〕 〔22〕
純 資 産 合 計 18,705

資 産 合 計 56,931 負 債 純 資 産 合 計 56,931

－ 18 －
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連 結 損 益 計 算 書

(自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 77,360
売 上 原 価 61,983

売 上 総 利 益 15,376
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,933

営 業 利 益 3,443
営 業 外 収 益

受 取 利 息 8
受 取 配 当 金 101
仕 入 割 引 363
不 動 産 賃 貸 料 3
雑 収 入 69 545

営 業 外 費 用
支 払 利 息 110
手 形 売 却 損 23
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 209
不 動 産 賃 貸 原 価 0
支 払 保 証 料 67
投 資 事 業 組 合 運 用 損 7
雑 損 失 12 431
経 常 利 益 3,557

特 別 利 益
負 の の れ ん 発 生 益 22
段 階 取 得 に 係 る 差 益 85 107

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 45
関 係 会 社 株 式 評 価 損 16 61

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,603
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,258
法 人 税 等 調 整 額 56 1,315
当 期 純 利 益 2,288

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,288
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連結株主資本等変動計算書

(自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 1,857 1,829 11,773 △　182 15,277

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △　323 △　323

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,288 2,288

自 己 株 式 の 取 得 △　29 △　29

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 1,965 △　29 1,935

当 期 末 残 高 1,857 1,829 13,738 △　211 17,213

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純資産合計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 1,894 140 2,034 － 17,312

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △　323

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,288

自 己 株 式 の 取 得 △　29

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △　84 △　480 △　565 22 △　543

当 期 変 動 額 合 計 △　84 △　480 △　565 22 1,392

当 期 末 残 高 1,809 △　340 1,469 22 18,705
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連　結　注　記　表

(自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日)

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
１　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２　連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数　　　　　　　　５社
連結子会社の名称　　　　　　　日本ビルコン㈱

朝日テクノス㈱（新社名　東テク北海道㈱）
東テク電工㈱
鳥取ビルコン㈱
北日本計装㈱
朝日テクノス㈱は株式の追加取得に伴い当連結会計年度より連結子会社
となりました。なお、みなし取得日を当連結会計年度末としているため、
当連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しております。
また、朝日テクノス㈱は平成28年４月１日をもって記載のとおり商号変
更いたしました。

⑵　非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称　　　　　　志賀計装㈱

連結の範囲から除いた理由
非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも小規模であり全体として連
結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

３　持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない非連結子会社の名称　志賀計装㈱
持分法を適用しない理由
　持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性
がないため持分法の適用範囲から除外しております。

４　連結子会社の事業年度に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

－ 21 －
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５　会計方針に関する事項
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券

時価のあるもの………………決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

時価のないもの………………移動平均法による原価法によっております。
なお、投資事業有限責任組合出資持分等については、当該投資事業有限
責任組合の直近事業年度における純資産の当社持分割合で評価しており
ます。

②　デリバティブ……………………時価法によっております。
③　たな卸資産

商品………………………………主として移動平均法による原価法によっております。
ただし売渡先確定商品については個別法による原価法によっております。
なお、貸借対照表評価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定しております。

未成工事支出金…………………個別法による原価法によっております。
⑵　減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）……定率法によっております。
ただし平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）に
ついては、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は、以下の
通りです。

建物及び構築物　　　　３～50年
② 無形固定資産（リース資産を除く）……定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期
間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額の
うち当連結会計年度の負担額を計上しております。

③　役員賞与引当金…………………役員賞与の支給に充てるため、将来の役員賞与支給見込額のうち当連結
会計年度の負担額を計上しております。

④　役員退職慰労引当金……………当社及び一部の連結子会社は役員の退職慰労金の支給に備えるため、内
規に基づく期末要支給額を計上しております。
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⑷　退職給付に係る負債の計上基準
　退職給付に係る負債は、従業員等の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、
退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。
　未認識数理計算上の差異の未処理額については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利
益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

⑸　収益及び費用の計上基準
　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事
の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

⑹　ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法…………………金利スワップの特例処理及び繰延ヘッジ処理を採用しております。
ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………………………金利スワップ
ヘッジ対象………………………借入金の金利

ヘッジ方針…………………………スワップ設定額は市場変動リスクを受ける余資運用及び資金の調達の範
囲内とし、スワップ取引における相手先は大手金融機関等としておりま
す。

ヘッジ有効性評価の方法…………内部規程により、ヘッジの有効性の事前及び事後テストを実施し有効性
評価を行っております。
ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価
を省略しております。

⑺　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行うこととしております。

⑻　消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。
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６　会計方針の変更
（企業結合に関する会計基準等の適用）
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」
という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結
会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。
以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社
に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会
計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結
合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年
度の連結計算書類に反映させる方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主
持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)
及び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点
から将来にわたって適用しております。
　これによる損益に与える影響は軽微であります。

７　表示方法の変更
（連結貸借対照表）
　前連結会計年度において、有形固定資産の「その他」の区分に含めて表示しておりました「建設仮勘定」
は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。
　なお、前連結会計年度の「建設仮勘定」は２百万円であります。

８　追加情報
法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の
法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立したことに伴い、当連結会計年度の繰延
税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定
実効税率は、前連結会計年度の32.3％から、平成28年４月１日から平成30年３月31日までに解消が見込ま
れる一時差異については30.9％、平成30年４月１日以降に解消が見込まれる一時差異については30.6％に
それぞれ変更されております。
　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が14百万円、退職給付に係る調整
累計額が６百万円それぞれ減少し、当連結会計年度に計上された法人税等調整額が57百万円、その他有価証
券評価差額金が46百万円それぞれ増加しております。
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９　連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産の内容及びその金額
現金及び預金 9百万円
建物及び構築物 391百万円
土地 2,094百万円
投資有価証券 1,412百万円

②　担保に係る債務の金額
支払手形及び買掛金 2,329百万円
短期借入金 1,930百万円
長期借入金 1,928百万円

⑵　偶発債務の内容及び金額
保証債務 38百万円
受取手形割引高 1,677百万円
受取手形裏書譲渡高 10百万円

10　連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　連結会計年度末日における発行済株式の総数

普通株式 13,988,000株
⑵　連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

（ 決 　 　 議 ） 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成27年６月26日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 161 12 平成27年３月31日 平成27年 6 月29日

平成27年10月30日
取 締 役 会 普 通 株 式 161 12 平成27年９月30日 平成27年12月 4 日

⑶　連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当のうち、基準日が連結会計年度中のものに関する事項
平成28年６月29日開催予定の定時株主総会において次の議案が付議されております。

（ 決 議 ） 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配 当 の 原 資 １株当たり

配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

平 成 2 8 年
６ 月 2 9 日
定 時 株 主
総 会

普 通 株 式 296 利 益 剰 余 金 22 平成28年３月31日 平成28年６月30日
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11　金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

　当社グループでは、主たる業態が空調機器の仕入・販売であり、運転資金として長期・短期共に主に銀行
借入により調達しております。長期借入金の金利は固定金利によっており、一部に金利スワップ取引である
デリバティブ取引があります。なおこれらは、金利スワップの特例処理の要件を満たしております。
　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権、未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております
が、ほとんどが１年以内の支払期日であり、当該リスクに関しては、販売管理規程・信用管理規程等に従っ
て、取引先毎に期日管理・残高管理を行っております。
　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式が主であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま
す。その時価については、主なものは日々、全てのものは毎月末時点で把握を行っております。
　デリバティブ取引につきましては、特例処理要件を満たす金利スワップ以外は、資金運用規程に基づいて
リスク低減を図っております。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　平成28年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりです。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

１．現金及び預金 5,945 5,945 －
２．受取手形及び売掛金 23,787 23,787 －
３．電子記録債権 2,042 2,042 －
４．未収入金 5,228 5,228 －
５．投資有価証券 6,094 6,094 －
６．支払手形及び買掛金 16,018 16,018 －
７．電子記録債務 2,030 2,030 －
８．短期借入金 6,273 6,273 －
９．長期借入金 5,701 5,696 5
10．デリバティブ取引

①ヘッジ会計が適用されていないもの － － －

②ヘッジ会計が適用されているもの － － －

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
１．現金及び預金、２．受取手形及び売掛金並びに３．電子記録債権

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

－ 26 －
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４．未収入金
　主に期日指定未収入金であり、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

５．投資有価証券
　これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取扱金融機
関から提示された価格によっております。なお、その全てをその他有価証券として保有しております。

６．支払手形及び買掛金、７．電子記録債務並びに８．短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

９．長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額を新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定
する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされてお
り、当該金利スワップと一体として処理された元利金合計額を、同様に新規借入を行った場合に想定
される利率で割り引いて算定する方法によっております。

10．デリバティブ取引
　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている短期借入金並びに長期借入金と一
体として処理されているため、その時価は当該「８．短期借入金」並びに「９．長期借入金」の時価
に含めて記載しております。

（注２）時価を把握する事が極めて困難と認められるため、「５．投資有価証券」に含めていない金融商品は以
下のとおりであります。

１．非上場株式（連結貸借対照表計上額123百万円）については、市場価格が無く、時価を把握すること
が極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

２．投資事業有限責任組合出資持分等（連結貸借対照表計上額101百万円）は、非上場株式など時価を把
握することが極めて困難と認められるもので構成されていることから、時価開示の対象とはしており
ません。

12　１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,390円81銭
⑵　１株当たり当期純利益 169円98銭
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13　重要な後発事象
取得による企業結合
　当社は、平成28年１月29日開催の取締役会において、株式会社ディー・エス・テック（以下、「ディー・
エス・テック」といいます。）の株式を取得し完全子会社とすること及びディー・エス・テックを消滅会社
とする合併を行うことを決議し、平成28年４月１日に株式の取得及び当社への吸収合併をいたしました。

⑴　企業結合の概要
①　株式取得の相手企業の名称　　　ダイキン工業株式会社
②　被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称　　　　　　　株式会社ディー・エス・テック
事業の内容　　　　　　　　　　空調機器をはじめとする設備機器の販売・施工・メンテナンス

③　企業結合を行う主な理由
　ディー・エス・テックが有する顧客及び安定受注の見込める事業領域を獲得し、グループの企業価値を
向上させることを企図して本株式を取得します。
　当社グループは、規模の拡大と利益の確保を課題として、成長維持へ向けて諸施策を推進しております。
今般、ディー・エス・テックを完全子会社とした後、同社を消滅会社とする合併を行い、同時にディー・
エス・テック本社を当社九州支店、その他の営業所をその傘下の当社営業所とする組織再編を実施いたし
ます。これにより当社グループにおける営業活動地域が九州、沖縄地区へと拡大することで、全国ネット
ワークが完成し、当社グループの更なる成長へと繋げてまいります。

④　企業結合日
株式取得日　　　　　　　　　　平成28年４月１日
合併の効力発生日　　　　　　　平成28年４月１日

⑤　企業結合の法的形式
　現金を対価とする株式取得及び当社を吸収合併存続会社とし、ディー・エス・テックを吸収合併消滅会
社とする吸収合併

⑥　結合後企業の名称　　　　　　　東テク株式会社
⑦　取得する議決権比率　　　　　　100％
⑧　取得する株式の数　　　　　　　1,000株
⑨　取得価額　　　　　　　　　　　1,000百万円（自己資金による）

⑵　被取得企業の規模等（平成28年３月期）
①　売上高　　　　　　　　　　　　　　 7,944百万円
②　当期純利益　　　　　　　　　　　　　 116百万円
③　総資産　　　　　　　　　　　　　　 2,573百万円
④　純資産　　　　　　　　　　　　　　　 963百万円
なお、当該注記は監査証明を受けておりません。
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貸　借　対　照　表
平成28年３月31日現在

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）
〔 流  動  資  産 〕

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
完 成 工 事 未 収 入 金
た な 卸 資 産
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

〔 固  定  資  産 〕
（ 有 形 固 定 資 産 ）

建 物
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他
減 価 償 却 累 計 額

（ 無 形 固 定 資 産 ）
そ の 他

（投資その他の資産）
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
破 産 ・ 更 生 債 権 等
長 期 預 け 金
会 員 権
敷 金 及 び 保 証 金
保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

〔32,458〕
3,178
5,399
1,894

11,614
3,567
1,265

85
423

4,762
267
△2

〔16,164〕
（6,021）

2,128
3,943
1,119

734
△1,905

（84）
84

（10,059）
5,809
1,783

347
16

1,828
204
292
60
11

△295

（ 負  債  の  部 ）
〔 流  動  負  債 〕 〔24,503〕

支 払 手 形 6,070
電 子 記 録 債 務 2,030
買 掛 金 5,656
工 事 未 払 金 2,103
短 期 借 入 金 2,440
１年内返済予定の長期借入金 3,140
１年内償還予定の社債 282
未 払 金 153
未 払 費 用 280
未 払 法 人 税 等 429
前 受 金 289
未 成 工 事 受 入 金 310
預 り 金 31
賞 与 引 当 金 970
役 員 賞 与 引 当 金 14
そ の 他 301

〔 固  定  負  債 〕 〔7,836〕
社 債 160
長 期 借 入 金 5,451
退 職 給 付 引 当 金 1,134
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 567
繰 延 税 金 負 債 337
そ の 他 183

負 債 合 計 32,340
（ 純 資 産 の 部 ）
〔 株  主  資  本 〕 〔14,666〕

資 本 金 1,857
資 本 剰 余 金 1,829

資 本 準 備 金 1,829
利 益 剰 余 金 11,162

利 益 準 備 金 183
そ の 他 利 益 剰 余 金 10,978

別 途 積 立 金 8,605
繰 越 利 益 剰 余 金 2,373

自 己 株 式 △182
〔評価・換算差額等〕 〔1,615〕

その他有価証券評価差額金 1,615
純 資 産 合 計 16,282

資 産 合 計 48,622 負 債 純 資 産 合 計 48,622

－ 29 －
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損　益　計　算　書

(自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高
商 品 売 上 高 47,910
完 成 工 事 高 17,629
飲 食 売 上 高 69 65,609

売 上 原 価
商 品 売 上 原 価 42,481
完 成 工 事 原 価 13,294
飲 食 売 上 原 価 24 55,800
売 上 総 利 益 9,808

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,205
営 業 利 益 2,603

営 業 外 収 益
受 取 利 息 7
受 取 配 当 金 135
仕 入 割 引 359
不 動 産 賃 貸 料 44
雑 収 入 52 599

営 業 外 費 用
支 払 利 息 99
社 債 利 息 2
手 形 売 却 損 23
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 209
不 動 産 賃 貸 原 価 10
支 払 保 証 料 56
投 資 事 業 組 合 運 用 損 7
雑 損 失 10 420
経 常 利 益 2,782

特 別 利 益 － －
特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 45
関 係 会 社 株 式 評 価 損 16 61

税 引 前 当 期 純 利 益 2,720
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 936
法 人 税 等 調 整 額 76 1,013
当 期 純 利 益 1,706

－ 30 －
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株主資本等変動計算書

(自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,857 1,829 183 8,005 1,590 9,778 △　182 13,283

当 期 変 動 額

別 途 積 立 金 の 積 立 600 △　600 － －

剰 余 金 の 配 当 △　323 △　323 △　323

当 期 純 利 益 1,706 1,706 1,706

自 己 株 式 の 取 得 －

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － 600 783 1,383 － 1,383

当 期 末 残 高 1,857 1,829 183 8,605 2,373 11,162 △　182 14,666

評 価 ・ 換 算
差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 1,704 14,987

当 期 変 動 額

別 途 積 立 金 の 積 立 －

剰 余 金 の 配 当 △　323

当 期 純 利 益 1,706

自 己 株 式 の 取 得 －

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 ) △　88 △　88

当 期 変 動 額 合 計 △　88 1,295

当 期 末 残 高 1,615 16,282

－ 31 －
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個　別　注　記　表

(自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日)

１　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２　重要な会計方針に係る事項
⑴　資産の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法によっております。
その他有価証券

時価のあるもの…………………決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

時価のないもの…………………移動平均法による原価法によっております。
なお、投資事業有限責任組合出資持分等については、当該投資事業有限
責任組合の直近事業年度における純資産の当社持分割合で評価しており
ます。

デリバティブ………………………時価法によっております。
商品…………………………………移動平均法による原価法によっております。

ただし売渡先確定商品については個別法による原価法によっております。
なお、貸借対照表評価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定しております。

未成工事支出金……………………個別法による原価法によっております。
⑵　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）……定率法によっております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
については、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は、以下
の通りです。

建物　　　３～50年
無形固定資産（リース資産を除く）……定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっております。

リース資産…………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期
間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

－ 32 －
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⑶　引当金の計上基準
貸倒引当金…………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金…………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額の
うち当事業年度の負担額を計上しております。

役員賞与引当金……………………役員賞与の支給に充てるため、将来の役員賞与支給見込額のうち当事業
年度の負担額を計上しております。

退職給付引当金……………………従業員等の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

役員退職慰労引当金………………役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計
上しております。

⑷　収益及び費用の計上基準
　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進
捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

⑸　ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法…………………金利スワップの特例処理及び繰延ヘッジ処理を採用しております。
ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………………………金利スワップ
ヘッジ対象………………………借入金の金利

ヘッジ方針…………………………スワップ設定額は市場変動リスクを受ける余資運用及び資金の調達の範
囲内とし、スワップ取引における相手先は大手金融機関等としておりま
す。

ヘッジ有効性評価の方法…………内部規程により、ヘッジの有効性の事前及び事後テストを実施し有効性
評価を行っております。
ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価
を省略しております。

⑹　消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

⑺　退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの
会計処理の方法と異なっております。

－ 33 －
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３　会計方針の変更
(企業結合に関する会計基準等の適用)
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」
という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業
分離等会計基準」という。）等を当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計
上する方法に変更しております。また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会
計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の計算書類に反映させる方法
に変更しております。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)及び事業分離等会計基準第57－
４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しておりま
す。
　これによる計算書類に与える影響は軽微であります。

４　貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産の内容及びその金額
建物 149百万円
土地 1,668百万円
投資有価証券 1,400百万円

②　担保に係る債務の金額
支払手形 845百万円
買掛金 1,020百万円
工事未払金 351百万円
短期借入金 820百万円
１年内返済予定の長期借入金 908百万円
長期借入金 1,890百万円

⑵　偶発債務の内容及び金額
保証債務 430百万円
受取手形割引高 1,677百万円

⑶　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権 146百万円
短期金銭債務 667百万円
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５　損益計算書に関する注記
　　関係会社との取引高

営業取引による取引高
商品売上高 917百万円
完成工事高 21百万円
商品売上原価 1,666百万円
完成工事原価 499百万円
販売費及び一般管理費 30百万円

営業取引以外による取引高 88百万円

６　株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 523,739株

７　税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 91百万円
賞与引当金 299
未払事業税 33
未払社会保険料 41
投資有価証券評価損 98
退職給付引当金 348
役員退職慰労引当金 173
ゴルフ会員権評価損 56
土地 270
その他 84

繰延税金資産小計 1,497
評価制引当額 △697
繰延税金資産合計 800
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △714
その他 △0

繰延税金負債合計 △714
繰延税金資産の純額 85
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(追加情報)
法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の
法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金
資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消されるものに限る）に使用する法定実効
税率は、前事業年度の32.3％から、平成28年４月１日から平成30年３月31日までに解消が見込まれる一時
差異については30.9％、平成30年４月１日以降に解消が見込まれる一時差異については30.6％にそれぞれ
変更されております。
　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は1百万円減少し、法人税等調整
額が40百万円、その他有価証券評価差額金が39百万円それぞれ増加しております。

８　関連当事者との取引
（単位：百万円）

属 性 会社等の名称
ま た は 氏 名

議決権の所有
(被所有)割合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の
内 容

取 引
金 額 科 目 期 末

残 高

子会社 志賀計装㈱ 所 有
直 接 1 0 0 ％

役 員 の 兼 任
資 金 の 貸 付

資 金 の 貸
付 (長 期 ) 232 長 期

貸 付 金 347

利 息 の
受 取 2 - -

（注）１．貸付金の利息については市場金利を参考に決定しております。
　　　２．当該長期貸付金に対し、貸倒引当金209百万円を計上しており、当事業年度において209百万円

の貸倒引当金繰入額を計上しております。

９　１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,209円33銭
⑵　１株当たり当期純利益 126円76銭
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10　重要な後発事象
取得による企業結合
　当社は、平成28年１月29日開催の取締役会において、株式会社ディー・エス・テック（以下、「ディー・
エス・テック」といいます。）の株式を取得し完全子会社とすること及びディー・エス・テックを消滅会社
とする合併を行うことを決議し、平成28年４月１日に株式の取得及び当社への吸収合併をいたしました。

⑴　企業結合の概要
①　株式取得の相手企業の名称　　　ダイキン工業株式会社
②　被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称　　　　　　　株式会社ディー・エス・テック
事業の内容　　　　　　　　　　空調機器をはじめとする設備機器の販売・施工・メンテナンス

③　企業結合を行う主な理由
　ディー・エス・テックが有する顧客及び安定受注の見込める事業領域を獲得し、グループの企業価値を
向上させることを企図して本株式を取得します。
　当社グループは、規模の拡大と利益の確保を課題として、成長維持へ向けて諸施策を推進しております。
今般、ディー・エス・テックを完全子会社とした後、同社を消滅会社とする合併を行い、同時にディー・
エス・テック本社を当社九州支店、その他の営業所をその傘下の当社営業所とする組織再編を実施いたし
ます。これにより当社グループにおける営業活動地域が九州、沖縄地区へと拡大することで、全国ネット
ワークが完成し、当社グループの更なる成長へと繋げてまいります。

④　企業結合日
株式取得日　　　　　　　　　　平成28年４月１日
合併の効力発生日　　　　　　　平成28年４月１日

⑤　企業結合の法的形式
　現金を対価とする株式取得及び当社を吸収合併存続会社とし、ディー・エス・テックを吸収合併消滅会
社とする吸収合併

⑥　結合後企業の名称　　　　　　　東テク株式会社
⑦　取得する議決権比率　　　　　　100％
⑧　取得する株式の数　　　　　　　1,000株
⑨　取得価額　　　　　　　　　　　1,000百万円（自己資金による）

⑵　被取得企業の規模等（平成28年３月期）
①　売上高　　　　　　　　　　　　　　 7,944百万円
②　当期純利益　　　　　　　　　　　　　 116百万円
③　総資産　　　　　　　　　　　　　　 2,573百万円
④　純資産　　　　　　　　　　　　　　　 963百万円
なお、当該注記は監査証明を受けておりません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年５月23日

東 テ ク 株 式 会 社
取 締 役 会 　 　 御 　 中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
指定有限責任社員 公 認 会 計 士 阪中　修　　　㊞業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員 公 認 会 計 士 廣瀬　美智代　㊞業 務 執 行 社 員
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、東テク株式会社の平成２７年４月１日か
ら平成２８年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算
書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基
準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリ
スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
ためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、東テク株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財
産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２８年４月１日に株式会社ディー・エス・テ
ックの株式を取得し完全子会社とすること及び同社を消滅会社とする合併を行っている。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年５月23日

東 テ ク 株 式 会 社
取 締 役 会 　 　 御 　 中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
指定有限責任社員 公 認 会 計 士 阪中　修　　　㊞業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員 公 認 会 計 士 廣瀬　美智代　㊞業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、東テク株式会社の平成２７年４月
１日から平成２８年３月３１日までの第６１期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部
統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附
属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め
られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細
書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための
手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附
属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制
の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２８年４月１日に株式会社ディー・エス・テ
ックの株式を取得し完全子会社とすること及び同社を消滅会社とする合併を行っている。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第61期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下の
とおり報告いたします。
1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について

報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に
努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業
所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取
締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を
受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために
必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明いたしました。さらに、財務報告に係る内部統制について、取締
役等及び新日本有限責任監査法人から、両者の協議の状況並びに当該内部統制の評価及び監
査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号イの基本方針については、取締役
会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を
求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

2．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの

と認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。
④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する

基本方針については、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年５月24日

東テク株式会社　監査役会

常勤監査役　　　　　　　　　市川　勝　　　　　　㊞

社外監査役　　　　　　　　　鈴木　竹夫　　　　　㊞

社外監査役　　　　　　　　　荒田　和人　　　　　㊞

以　上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案　剰余金処分の件

剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

第61期の期末配当につきましては、当事業年度の業績並びに今後の事業展開等を勘案いたしまし
て以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類
金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金22円、配当総額は296,213,742円
なお、中間配当金を含めました当期の年間配当金は、普通株式１株につき金34円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
平成28年６月30日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項

内部留保につきましては、経営体質の強化と今後の事業展開等を勘案し、以下のとおりといたし
たいと存じます。

①　減少する剰余金の項目とその額
繰越利益剰余金　　　　　　800,000,000円

②　増加する剰余金の項目とその額
別途積立金　　　　　　　　800,000,000円

－ 44 －
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第２号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

事業の現状に即し、事業目的の明確化を図るとともに、今後の事業内容の多角化に対応するため、
現行定款第２条（目的）につきまして、事業目的の追加および削除を行うものです。

２．変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

（目的）
第２条　当会社は次の事業を営むことを目的と

する。
⒈　空調機械器具の製造及び販売
⒉～⒎　　　【条文省略】
　　　　　　　【新設】
⒏　　　　　【条文省略】
⒐　　　　　【条文省略】
⒑　飲食店の経営、フランチャイズシステムの

企画、運営
⒒　食品の仕入れ、製造および販売

　　　　　【条文省略】

（目的）
第２条　当会社は次の事業を営むことを目的と

する。
１．空調機械器具の製造及び販売
⒉～⒎　　 【現行どおり】
⒏　発電及び電気の供給に関する事業
⒐　　　　 【現行どおり】
⒑　　　　 【現行どおり】
　　　　　　　【削除】

　　　　　　　【削除】
⒒　　　　 【現行どおり】

－ 45 －
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第３号議案　取締役５名選任の件

取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経営体制の
強化を図るため、取締役５名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１

く さ の

草　　野
と も ゆ き

和　　幸
(昭和７年5月19日)

昭和30年 7 月
昭和40年 5 月
昭和47年 6 月
昭和55年 6 月
昭和57年 5 月
平成18年 6 月

当社設立
当社常務取締役
当社専務取締役
当社代表取締役副社長
当社代表取締役社長
当社代表取締役会長（現任）

392,068 株

２

な が お

長　　尾
か つ み

克　　己
(昭和28年1月12日)

昭和57年 5 月
平成 6 年 4 月
平成14年 4 月
平成15年 6 月
平成18年 6 月

当社入社　水戸出張所所長
当社本店1部長
当社執行役員本社営業開発長
当社取締役本社営業開発部兼本店長
当社代表取締役社長（現任）

10,000 株

３

な か み ぞ

中　　溝
と し ろ う

敏　　郎
(昭和31年9月24日)

昭和54年 4 月
平成15年11月
平成19年 5 月
平成19年11月

平成22年 6 月

平成24年 4 月

平成27年11月

富士銀行（現みずほ銀行）入行
同行銀座中央支店長
当社入社
当社常務執行役員管理本部長兼企画
本部長
当社取締役常務執行役員管理本部長
兼企画本部長
当社取締役常務執行役員東テクグル
ープ管理本部長
当社取締役常務執行役員東テクグル
ープ経営管理本部長（現任）

6,200 株

－ 46 －
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 数

※４

さ い と う

斎　　藤
せ い け ん

政　　賢
(昭和27年９月15日)

昭和53年 4 月
平成12年 1 月
平成14年 1 月
平成17年 3 月
平成19年 3 月
平成23年 6 月

平成25年 6 月

東京建物株式会社入社
同社開発企画部長
同社住宅事業第一部長
同社取締役住宅情報開発部長
同社常務取締役
東京ビルサービス株式会社代表取締
役社長（現任）
東京不動産管理株式会社代表取締役
社長（現任）

－ 株

５

か み お

神　　尾
だ い ち

大　　地
(昭和55年2月10日)

平成21年12月
平成22年 1 月
平成25年 6 月
平成27年 6 月
平成28年 5 月

弁護士登録
野村綜合法律事務所入所
当社社外監査役
当社社外取締役（現任）
神尾綜合法律事務所所長（現任）

－ 株

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。

２．上記各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３．斎藤政賢氏及び神尾大地氏の両氏は社外取締役候補者であります。

４．社外取締役候補者に関する特記事項は以下のとおりであります。

⑴　社外取締役候補者の選任理由について
①　斎藤政賢氏につきましては、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映

していただくため、社外取締役としての選任をお願いするものであります。
②　神尾大地氏につきましては、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与さ

れた経験はありませんが、気鋭の弁護士として活躍されており、専門知識と法曹経験から、
貴重な助言を得られると判断し、社外取締役としての選任をお願いするものであります。
同氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって１年となります。

－ 47 －
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⑵　当社は、現在神尾大地氏と責任限定契約を締結しており、当該責任限定契約の内容の概要は
13ページに記載のとおりであります。同氏が再任された場合、同契約を継続する予定であり
ます。また、斎藤政賢氏が選任された場合、同様の契約を締結する予定であります。

⑶　当社は、現在神尾大地氏を東京証券取引所（JASDAQ市場）の上場規則で定める独立役員と
して届け出ております。同氏が再任された場合、引き続き独立役員とする予定であります。
また、斎藤政賢氏が選任された場合、独立役員とする予定であります。

以上

－ 48 －
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株主総会会場ご案内図

会　場　　東テクＴＡＳセンター５階
東京都墨田区立川２丁目11番10号
ＴＥＬ　03－3242－3229

秋葉原 千葉

大島

総武線
両国駅

みずほ銀行
緑１丁目 緑３丁目

両国橋

新大橋

京 葉 道 路

首 都 高 速 ７ 号 線

セブン
イレブン

東テク
ＴＡＳセンター

都営新宿線
森下駅 菊川駅

新 大 橋 通 り Ａ１出口

清
澄
通
り

四
ツ
目
通
り

三
ツ
目
通
り

隅
田
川

交通のご案内

○都営新宿線菊川駅（Ａ１出口）より徒歩約７分
○ＪＲ総武線両国駅より徒歩約15分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図




